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○児童扶養手当及び特別児童扶養手当支給事務の関係書類の保存期間等について
（昭和４７年８月７日付け児企第３１号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当証書の保管について
（昭和３７年２月１９日付け児企第２７号厚生省児童局企画課長通知）
○児童扶養手当及び特別児童扶養手当に係る時効の解釈及び取扱い等について
（昭和４７年８月２５日児企第３３号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当及び特別児童扶養手当の支払日の改正等について
（平成４年１２月２５日付け児発１，０７３号厚生省児童家庭局長通知）

問合せ 健康福祉部家庭支援課母子・父子担当（電話）075-414-4584

昭和36年法律238号

根拠条項 第４条第２項、第３項

処分権者 知事

備考

処分基準

○児童扶養手当及び特別児童扶養手当関係法令上の疑義について
（昭和４８年５月１６日付け児企第２８号厚生省児童家庭局企画課長通知）
（昭和５５年６月２３日付け児企第２６号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当に関する留意事項について
（平成２７年４月１７日付け雇児発０４１７第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関する疑義について
（昭和５５年７月９日付け児企第２９号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当の受給資格認定に係る事務取扱いについて
（昭和６０年１１月１６日付け児企第３７号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当の疑義について
（昭和６１年６月２７日付け児企第３１号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当関係法令上の疑義について
（昭和６１年９月１６日付け児企第４５号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当及び特別児童扶養手当関係書類市町村審査要領について
（昭和４８年１０月３１日付け児企第４８号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当法の施行と関係機関の協力について
（昭和３７年１月２４日付け児発第４３号厚生省児童局長通知）
○未成年者の児童扶養手当の請求について
（昭和３７年２月５日付け児発第７４号厚生省児童局長通知）
○児童扶養手当の認定について
（昭和５１年１０月１日付け児企第３６号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当施行令別表第一における障害の認定要領について
（昭和４９年８月１５日児発第５１８号厚生省児童家庭局長通知）
○児童扶養手当施行令[別表第二]における障害の認定要領について
（昭和３６年１２月２１日児発第１，３７４号厚生省児童局長通知）
○児童扶養手当におけるヒト免疫不全ウイルス感染症に係る障害認定について
（平成１０年４月２４日付け児企第１８号厚生省児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当遺棄の認定基準について
（昭和５５年６月２０日付け児企第２５号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当の事務運営上の留意事項について
（昭和５５年１２月１６日付け児企第４６号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○児童扶養手当法第６条第２項及び第３項に規定する認定の請求期限の取扱いについて
（平成２年５月２８日児企第３１号厚生省児童家庭局企画課長通知）
○１８歳に達する日以後の最初の３月３１日が終了する児童の児童扶養手当支給事務の取扱い等について
（平成８年３月１日付け児家第１０号厚生省児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当における父母の事実婚解消及び母の婚姻によらない懐胎を支給事由とする場合の留意事項につい
て
（平成２２年７月３０日付け雇児福発第０７３０号第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当における外国人に係る事務の取扱いについて
（平成２４年６月２１日付け雇児福発０６２１第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当における公的年金の受給状況の審査等について
（平成２６年１１月２８日付け雇児福発１１２８第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）
○児童扶養手当法における障害認定診断書の取扱いについて
（昭和３７年１月１１日付け児発第１３号厚生省児童局長通知）
○児童扶養手当法及び特別児童扶養手当法における有期認定の取扱いについて
（昭和４２年１２月１９日付け児発第７６５号厚生省児童家庭局長通知）
○児童扶養手当の障害認定に係る再診の取扱いについて
（昭和３７年７月９日付け児発第７５２号厚生省児童局長通知）
○児童扶養手当法第２３条に規定する不正受給の具体例について
（昭和３７年５月７日付け児企第８９号厚生省児童局企画課長通知）
○児童扶養手当の差額追求及び内払い調整に基づく減額支給について

法令の定め

第４条第２項　前項の規定にかかわらず、手当は、母又は養育者に対する手当にあつては児童が第一号から第四号
までのいずれかに該当するとき、父に対する手当にあつては児童が第一号、第二号、第五号又は第六号のいずれか
に該当するときは、当該児童については、支給しない。
　一　日本国内に住所を有しないとき。
　二　児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）第六条の四第一項 に規定する里親に委託されているとき。
　三　父と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態に
あるときを除く。
　四　母の配偶者（前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある父を除く。）に養育されていると
き。
　五　母と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態に
あるときを除く。
　六　父の配偶者（前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある母を除く。）に養育されていると
き。
第３項　第一項の規定にかかわらず、手当は、母に対する手当にあつては当該母が、父に対する手当にあつては当
該父が、養育者に対する手当にあつては当該養育者が、日本国内に住所を有しないときは、支給しない。

処分基準

項目 内容

処分名 児童扶養手当資格喪失処分

法令名 児童扶養手当法

法令番号


